地方独立行政法人宮城県立病院機構規程第３２号
地方独立行政法人宮城県立病院機構科学研究費助成事業等取扱規程
　（趣旨）
第１条　地方独立行政法人宮城県立病院機構（以下「法人」という。）における科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）の取扱いについては，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号），同施行令（昭和30年政令第255号），独立行政法人日本学術振興会法（昭和42年法律第123号），科学研究費補助金取扱規程（昭和40年文部省告示第110号。以下「取扱規程」という。），独立行政法人日本学術振興会科学研究費補助金（以下「科研費（補助金分）という。」（基盤研究等）取扱要領（平成15年規程第17号）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金（以下「科研費（基金分）」という。））取扱要領（平成２３年４月２８日規定第１９号）その他法令等に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。
　（定義）
第２条　この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
一　直接経費　科研費による研究の遂行に必要な経費及び研究成果の取りまとめに必要な経費をいう。
二　間接経費　科研費による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費をいう。
三　研究代表者　科研費による研究の遂行をする研究組織を代表し，研究計画の取りまとめを行うとともに，研究の遂行に関し責任を負う研究者をいう。
四　研究分担者　科研費による研究の遂行をする研究組織に属し，当該研究の一部を担当する研究者をいう。

五　科研費（基金分）　「若手研究（B）」「挑戦的萌芽研究」「基盤研究（C）」等を対象に平成２３年度から以降の新規採択課題に対する助成金をいう。

六　科研費（補助金分）　科学研究費助成事業のうち科研費（基金分）を除いた新規採択課題及び継続課題に対する補助金をいう。
　（申請等の事務）
第３条　科研費に係る申請，研究内容及び経費配分の変更，報告，通知等の諸手続に関する事務は，病院の事務局において行うものとする。
　（経理事務の委任）
第４条　研究代表者及び研究分担者（以下「研究代表者等」という。）は，当該研究代表者等に交付される科研費の経理事務を所属する病院の長に委任するものとする。
２　病院の長は，研究代表者等に代わり科研費を受領し，これを管理するものとする。
　（科研費の預託）
第５条　科研費は，病院の長の名義で銀行に預金するものとし，預託により生じた利子は，当該研究の遂行に使用し，又は所属する病院に譲渡するものとする。
　（事業内容の変更及び承認）
第６条　研究代表者は，科研費の対象となった事業及び内容を変更する場合には，取扱規程に基づき，あらかじめ病院の長に承認願を提出し，文部科学大臣又は独立行政法人日本学術振興会理事長の承認を受けなければならない。ただし，文部科学大臣又は独立行政法人日本学術振興会理事長の承認を必要としない軽微な内容の変更をしようとするときは，この限りでない。
　（科研費の交付前使用）
第７条　研究代表者等は，科研費の交付前であっても，研究の遂行上必要な場合には，継続の研究課題については４月１日から，新規の研究課題については科研費の交付内定通知を受領したときから，科研費を執行できるものとする。
　（間接経費の譲渡）
第８条　研究代表者等は，間接経費の交付を受けたときは，所属する病院の長に譲渡しなければならない。
２　病院の長は，研究代表者等から間接経費の譲渡を受けたときは，直ちに病院の収入として受け入れるものとする。
（会計経理の基準）
第９条　科研費に係る物品購入等の契約，旅費及び謝金の支給，その他会計経理事務の基準は，地方独立行政法人宮城県立病院機構会計規程等の法人会計事務の取り扱いに準ずるものとする。
（経理事務の取扱い）
第１０条　直接経費の収支管理は，費目区分（物品費，旅費，謝金等及びその他をいう。）ごとに行うものとする。
２　研究を支援するため，科研費により研究に協力する者を雇用する場合は，病院の長が採用するものとする。
　（設備等の寄付）
第１１条　研究代表者等は，科研費により設備，備品，及び図書（以下「設備等」という。）を購入したときには直ちに，所属する病院に寄付するものとする。ただし，直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる場合であって，研究代表者等が寄付の延期について文部科学大臣又は独立行政法人日本学術振興会理事長の承認を得たときは，当該寄付が延期された時期に寄付手続きを行うものとする。また，直ちに寄付することにより研究上の支障が生じる５万円未満の図書の場合にあっては，研究上の支障がなくなる時に，寄付手続きを行うものとする。
　（設備等の返還）
第１２条　病院の長は，研究代表者等が他の研究機関に所属することとなる場合は，当該研究代表者等の求めに応じて，前条の規定により寄附を受けた設備等を当該研究代表者等に返還するものとする。
　（関係書類の保管）
第１３条　次に掲げる関係書類は，科研費（補助金分）については交付を受けた年度終了後，科研費（基金分）については事業期間終了後，それぞれ５年間保管するものとする。
　一　科研費の申請に関し提出した書類の写し
　二　科研費の交付に関し送付された書類
　三　科研費の使用に関する書類
	区　　分
	書　類　の　種　類

	直接経費

	ア　収支簿
イ　預貯金通帳等
ウ　直接経費が適切に使用されたことを証明する書類

	間接経費

	ア　間接経費が適切に使用されたことを証明する書類
イ　研究代表者等からの間接経費の譲渡を記録した書類
ウ　研究代表者等への間接経費の返還を記録した書類


　（直接経費の使用期限）
第１４条　科研費の研究遂行に係る設備等の納品，役務の提供等は，科研費（補助金分）により研究を遂行する分は事業を行う年度の３月３１日までに，科研費（基金分）により研究を遂行する分は事業期間内にそれぞれ終了し，これに係る支出を実績報告書の提出期限までに行わなければならない。
２ 科研費による研究を遂行する年度内において，研究代表者等が当該補助金による研究遂行を廃止したときは，当該補助金による研究の遂行に係る設備等の納品，役務の提供等これに係る支出を，廃止後３０日以内に提出する実績報告書の提出期限までに行わなければならない。
　（間接経費の使用期限）
第１５条　間接経費に係る設備等の納品，役務の提供等は，科研費（補助金分）は交付を受けた年度の３月３１日までに，科研費（基金分）より研究を遂行する分は事業期間内にそれぞれ使用しなければならない。
　（補助金の繰越）
第１６条　研究代表者は，科研費（補助金分）による研究を遂行するにあたって，交付決定時には予想し得なかったやむを得ない事由により，当該科研費（補助金分）による研究の遂行が予定の期間内に完了しない見込みとなった場合で，事業期間を延長し，科研費（補助金分）の全部又は一部を事業期間以降に使用することを希望するときは，すみやかに病院の長に承認願を提出し，文部科学大臣又は独立行政法人日本学術振興会理事長の承認を得なければならない。

２　科研費（基金分）について，事業期間を延長する場合も同様とする。
　（科研費の返還等）
第１７条　研究代表者等が他の研究機関に所属することとなる場合には，直接経費の残額及び当該直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費（以下この条において「直接経費等」という。）を異動後の研究機関に通知し送金するものとする。ただし，間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機関の場合は，直接経費のみを送金するものとする。
２  研究代表者等が科研費交付後，研究計画遂行の中断・廃止を行う場合又は間接経費を受け入れない研究機関へ異動する場合は，未使用の直接経費等を文部科学大臣又は独立行政法人日本学術振興会理事長へ返還するものとする。
　（監査の実施）
第１８条　病院の長は，科研費の使用等に関し，別に定めるところにより監査を実施するものとする。
２　研究代表者等は監査の実施に協力するものとする。
　（不正な使用に係る調査の実施）
第１９条　病院の長は，科研費の不正な使用が明らかになった場合又は不正な使用が行われた疑いのある場合には，速やかに調査を実施するものとする。
　（委任）
第２０条　この規程に定めるもののほか，科研費の取扱いに関し必要な事項は，病院の長が別に定める。
　　　附　則
　この規程は，平成２３年４月１日から施行する。
附　則（平成２５年３月２６日・一部改正）
この規程は，平成２５年４月1日から施行する。
